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市 の 財 政 状 況 の 紹 介

　 歳入の中心である市税は、平成25年度以降増加傾向となっていましたが、令和3年度予算では前年
度に比べて388億円の減収となりました。これは個人市民税が個人所得の減少により、法人市民税が
企業業績の悪化により、それぞれ減収となるほか、固定資産税では新型コロナウイルス感染症緊急経済
対策の税制上の措置により減収となることによるものです。
   また、令和3年度予算では、市債は地方交付税の肩代わりである臨時財政対策債が増加した（令和2年
度120億円、令和3年度450億円）ことなどにより全体で前年度に比べ472億円増加しました。このほ
か公債償還基金からの借入れ（70億円）により財源の確保を図ることとしました。

    市の収入は、市税などの自主財源と国庫
支出金などの依存財源に分けられます。
   自主財源比率は、令和3年度は59.0％で、
指定都市20市の中では高い方から5番目です。
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自主財源比率

歳入全体に占める自主財源の割合のことです。自主財源とは、市税、使用料、手数料など市が自主的
に収入できる財源で、この割合が高いほど、安定的で自主的な財政運営が可能であるといえます。

歳入予算の推移
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市の財政状況市の財政状況  歳 入 の 状 況

自主財源と依存財源
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自主財源比率の推移
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令和3年度予算では、義務的経費の額が7,546億円となり、過去最高となりました。
扶助費は、平成24年度に比べると令和3年度は約1.4倍となっており増加傾向にあります。
（扶助費の内訳は14ページをご覧ください。）

　市税収入の伸びと歳出の義務的経費の伸び
を比較しました。
　平成21年度以降、義務的経費が市税収入を上
回る状態が続いており、厳しい財政状況といえ
ます。
　なお平成29年度から、愛知県が負担していた
義務教育等にかかる教職員の給与を名古屋市
が負担することとなり、平成30年度以降の市税
収入にはこれに伴う税源移譲を含んでいます。

義務的経費

義務的経費とは、人件費・扶助費・公債費のことで、支出が義務付けられていて、削減することが難
しい経費です。この割合が高いほど、余裕がない財政状況ということになります。
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歳出予算に占める義務的経費の推移
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 歳 出 の 状 況

義務的経費の推移

（億円）
7,500

7,000

6,500

6,000

5,500

5,000

4,500

0
H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3

78 113 118 116 117

121 113 93

116

4,7184,718
4,880 5,000 5,001 5,065 5,111

5,690

5,945 5,979

4,880 5,000 5,001 5,065 5,111
5,690

5,945 5,979

91

5,5915,591

市税収入と義務的経費の推移

義務的経費
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　増加傾向にある福祉・医療などに要
する経費（扶助費、医療・介護にかかる
特別会計への支出金）の内訳です。
　 平成24年度に比べて令和3年度は
1,159億円増加しています。
 　これは、利用者の増加などにより
障害福祉サービスにかかる経費や
民間保育所等の運営にかかる経費が
増加したことなどによるものです。

 　令和3年度の全会計の市債残高は、
前年度に比べて43億円減少する見込
みです。
　また、一般会計の市債残高は、前年
度に比べて276億円増加する見込み
です。
　一般会計の市債残高を市民１人当
たりにすると72万円で、指定都市20
市の中では少ない方から9番目です。

　財政調整基金は、不況で大幅な税収
減になった場合や、災害の発生による
予期しない経費の支出などに対応す
るために積み立てているものです。
　名古屋市では残高100億円を目標
にしています。

財政調整基金残高の推移
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福祉・医療などに要する経費の推移

3,659

扶
助
費

特別・公営企業会計
臨時財政対策債
建設市債等一般会計

医療・介護にかかる特別会計への支出金
その他の扶助費

医療費助成
児童手当 障害福祉サービスにかかる経費

生活保護費

民間保育所等の運営にかかる経費

市債残高の推移

※令和3年度から東部及び西部医療センターの
市立大学医学部附属病院化により、両センターの
市債が公営企業会計から一般会計に移管される
こととなったため、比較の便宜上令和2年度
以前は両センター分を含めた数値としています。
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行財政改革の取り組み

令和３年度予算では、効果の薄い事業は見直し、より効
果の高い事業に振り向け、全体として市民サービスを
確保するという考え方のもと、行政評価の結果などを
踏まえ行財政改革に取り組みました。

令和３年度
行財政改革の
取り組み

令和３年度
行財政改革の
取り組み102億円102億円102億円

歳出の削減 70億円

29億円
●不用となった土地の売却
●統合した小学校跡地の貸付　
●特定目的基金の積極的な活用
●地場産品を返礼品として活用したふるさと寄附金による歳入の確保　　　　　　　　　　　　など

内部管理事務などの見直し52億円
●市民生活に影響を及ぼさないような内部管理事務や
　施設の維持管理費などの精査により経費を削減

外郭団体に関する見直し8億円
●事業内容の精査などによる委託料・補助金の縮減　など

事務事業の見直し3億円
●インセンティブ旅行等誘致推進事業を廃止
●高等学校入学準備金の貸与者数を見直し
●学力向上サポート事業を廃止
●図書館への図書の寄贈　　　　　　　など　

公の施設などの見直し7億円
●中村区役所等複合施設の整備に設計施工一括発注方式を導入
●国際展示場第１展示館の設計・建設・維持管理にPFI手法を導入
●国際展示場コンベンション施設の整備に設計施工一括発注方式を導入
●北名古屋工場の建設・運営にPFI手法を導入

歳入の確保

3百万円
●公営企業の経営努力による一般会計からの繰出金の削減

公営企業などの経営努力

3億円
●職員数の見直し
●特別職の給与削減                                                                                             

人件費関係分
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将来世代に過度な負担を残さないよう、次のような一定の決まりを設けて計画的な財政運営を進めて
います。下表のとおり、すべての決まりを守った財政運営ができています。

※令和3年度から東部及び西部医療センターの市立大学医学部附属病院化により、両センターの市債が
　公営企業会計から一般会計に移管されることとなったため、両センター分を含めた数値としています。

一般会計の市債残高が過去最高額（平成16年度末・
１兆9,071億円※）を超えないようにします。 1兆6,442億円 1兆6,718億円

財政調整基金の残高100億円を目指します。 104億円 105億円

市債以外の収入（市税収入等）と市債の返済以外
の支出の差です。
■ 計算式：(歳入－市債)－(歳出－公債費)
プライマリーバランスが赤字であると、現世代
が負担以上の行政サービスを受けていて、将来
世代に負担を回している状態であることを示し
ています。

毎年度の　　　　　　　　　　の黒字を維持します。プライマリーバランス

163億円の黒字 3億円の黒字

　　　　　　      が18％を超えないようにします。実質公債費比率

標準的な年間収入額に対する市債の返済額（公
債費）の比率です。
この数値が大きいほど、返済の資金繰りが厳し
いことを示しています。

平成30年度
決算
9.4%

令和元年度
決算
8.2%

　　　　　　  が250％を超えないようにします。将来負担比率

標準的な年間収入額に対する市債残高など将来
負担していくべき市全体の負債額の比率です。
将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示して
います。

平成30年度
決算
118.2%

令和元年度
決算
104.8%

今 後 の財政運営（平成 2 2 年 9 月策定）
￥

￥ ￥

財政運営の決まり 令和2年度見込 令和3年度予算財政運営の決まり 令和2年度見込 令和3年度予算
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令和元年度決算の財務書類の概要

市の決算をわかりやすく説明するため、企業会計的な考え方を取り入れた「財
務書類」を作成し、公表しています。財務書類には、次の４つの書類があります。

名古屋市では以下の３種類の範囲で財務書類を作成しています。

※名古屋市では、平成28年度決算から統一的な基準を用いて財務書類を作成しています。

一般会計等

一般会計
一部事務組合（3団体）

広域連合（1団体）

公立大学法人（1団体）

地方公社（3団体）

第三セクター等（24団体）

公営企業会計

その他の特別会計（６会計）

特別会計の一部（６会計）
母子父子寡婦福祉資金貸付金会計
土地区画整理組合貸付金会計
墓地公園整備事業会計
基金会計
用地先行取得会計
公債会計

全会計

50％以上出資している法人や市の関係団
体など、役員の派遣、財政援助の実態から市
が業務運営に主導的な立場を持っていると
認められる法人など

Q 財務書類とは？￥

Q 財務書類の会　の範囲は？￥

連結

行政コスト
計算書

純資産変動
計算書

資金収支
計算書

市が持っている資産や負
債などのストックの状況
を示したものです。

１年間の経常的な行政
サービスに要した費用な
どを示したものです。

１年間の純資産の変動内
容を示したものです。

１年間の現金の流れを示
したものです。

貸借対照表

1 2 3 4
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(令和2年3月31日現在）

借  方 貸  方

固定資産

有形固定資産
無形固定資産
投資その他の資産

流動資産

現金預金
短期貸付金
基金
その他

35,794

29,575
60

6,159

1,085

248
301
508
28

資産合計

固定負債

地方債
退職手当引当金
その他

流動負債

1年内償還予定地方債
その他
負債合計
純資産合計

負債及び純資産合計36,879

16,529

（単位：億円）

14,455
1,839
235

1,863

1,527
336

18,392
18,487

36,879

貸 借 対 照 表

資産 純資産（50.1％）

負債（49.9％）

市民サービスを提供するための資産（土地、建物、
道路など）や売却可能資産の現在の価値です。

資産から負債を差し引いた金額で、資産を取得するために
使った市税などの一般財源や国・県支出金などです。

将来にわたって負
担していく金額で、
資産を取得するた
めに借入れた市債
などです。

（単位：億円） （単位：億円） （単位：億円）

10,410

5,274

5,136

918

9,492

238
28

9,702

経常費用

　業務費用

　移転費用

経常収益

純経常行政コスト

臨時損失
臨時利益

純行政コスト

18,350

△ 9,702
9,628

△ 74

０
211

137

18,487

前年度末純資産残高

　純行政コスト（△）
　財源

本年度差額

資産評価差額
無償所管換等

本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

433

△ 109

△ 286

38

85
123
125

248

　業務活動収支

　投資活動収支

　財務活動収支

本年度資金収支

　前年末資金残高
　本年度末資金残高
　本年度末歳計外資金残高

本年度末現金預金残高

行 政 コ ス ト
計 算 書

純 資 産 変 動
計算書

資金収支
計算書

名古屋市　財務書類

詳しい財務書類をWebに掲載しております

Q 令和元年度決算の財務書類はどうなっているの？￥

1
ここでは、一般会計等財務書類を紹介します。

2 3 4
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